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令和６年度 第１回沖縄県航空関連産業クラスター形成加速会議 議事概要 

 

１ 開催日時 令和６年８月 19日（月）14:00-16:30頃 

２ 開催場所 中小企業振興会館(２階ホール) 

３ 出 席 者 別添のとおり 

４ 次  第 

 ⑴ 開会、構成員紹介 

 ⑵ 商工労働部長あいさつ 

⑶ 議長・副議長の互選、議長あいさつ 

 ⑷ 報告事項 

 ⑸ 意見交換 

ア 航空関連産業クラスター形成に関する施策の検証 

イ 新たな領域に関する誘致手法について 

ウ 航空人材の確保に向けた体制づくり 

５ 議  事 

航空関連クラスター形成アクションプラン（以下「アクションプラン」という。）

の取組を推進する改善策に関する意見交換 

 

⑴  事務局から、アクションプランにおける基本戦略の進捗と沖縄県経済団体会

議からの格納庫増設に関する要請について報告するとともに、航空関連産業ク

ラスター形成に関する施策の検証、新たな領域（空飛ぶクルマ等）に関する誘

致手法の調査、航空人材の確保に向けた体制づくりに関する説明を行った。 

 また、高橋構成員から、MRO Japan 社のこれまでと今後の取組に関して説明

があった。 

 

⑵  出席者から次のような発言があった。 

  ア 航空関連産業クラスター形成に関する施策の検証について 

(ア)  航空機整備施設の整備事業における費用対効果の具体的な数字は、実

際の効果が確認できる良い示し方である。今回は、格納庫一棟に対する数

字と認識しているが、今後それが２倍、３倍になっていくことを、全体像

としてうまく見せることで、さらにクラスターの効果を示せるのではな

いか。 

(イ)  供用開始から 10 年目で３倍に相当する費用対効果を生み出すことに、

事業成果を数字で確認することの重要性を感じた。コロナ禍で機体整備

を海外に出すことが難しい環境において、重整備を国内に取り込んだこ

とは特需であったとも言える。今後の拡大を目指す上で、国内だけではな

く、海外のエアラインの整備案件を取り込んでいくことが重要と考える。 
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(ウ)  航空機整備施設の整備事業における費用対効果（B/C）が供用開始から

10 年目に約３倍との話が出たが、検証にはこのような数字が必要であり、

さらに感度分析等により真摯に見ていく必要がある。新しい格納庫を整

備することを仮定した数字が今後出てくると良い。 

(エ)  クラスター形成による経済波及効果に関して、３パターンのうち、成長

が０（ゼロ）のケースであっても、効果があるということは、本会議で議

論する上でも非常に力強い。また、税収効果の試算も大事である。海外エ

アラインから那覇空港に乗り入れを希望する声があるが、ハンドリングを

してもらえないとの課題があるので、空港発展の視点からも注視していき

たい。 

(オ)  航空関連産業企業数の伸び悩みが見て取れる。現時点では航空産業に

関わっていなくても、参画できる可能性がある企業は県内にもいくつか

あるので、県内企業に航空分野への参画を促して航空関連産業クラスタ

ーに加わってもらうことも一案である。 

(カ)  クラスター形成による経済波及効果、航空機整備施設の整備事業にお

ける費用対効果をより高めるために、航空機整備事業を核とする、新たな

ビジネス環境の整備が必要である。そのためにも課題には早期着手でき

るように検討して進めたい。大規模な計画にはそれなりの年数が必要で

あり、他の計画との整合を図る必要があるが、加速度的に進めていきたい。 

  イ 新たな領域（空飛ぶクルマ等）に関する誘致手法の調査について 

(ア)  今後大いに可能性があるので、法的なことや税制の特区制度なども国

に依頼し、それらを活用しながら進めていく先に、沖縄が空飛ぶクルマ

の拠点になるように進めていけると良い。 

(イ)  eVTOL（電動垂直離着陸機、Electric Vertical Take-Off and Landing 

aircraft）については、オペレーションや整備、また距離が出ないなど

の具体的な部分で課題がある。これからの分野なので、幅広い議論が必

要であり、想像力を働かせながら進める必要がある。 

(ウ)  エアモビリティについてはこれからではあるが、二次交通の問題を考

えると、沖縄では実用的に活用していく必要がある。それに対する整備

需要を取り込む意味で、クラスターの一つの事業領域として先に進める

べきである。 

(エ)  eVTOLに関しては、現在業界的にシュリンクしかけている状況である。

VTOL（垂直離着陸機 :Vertical Take Off and Landing aircraft）の開

発により観光客を島嶼部へ多く送客できれば、沖縄にとって経済波及効

果や税収も伸びる。さらには、新たな雇用にも繋がるのでメリットがあ

る。 
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沖縄では他地域と比べて二次交通の問題が課題となっているが、まず

は富裕層向けなどから挑戦するには良い状況である。北海道でも同様の

問題を抱えているので、意見交換すると、新しい知恵や活用方法が得ら

れるのではないか。 

(オ)  今の時代は SDGs が求められているので、那覇空港をはじめとする交通

渋滞対策に空飛ぶクルマ等を活用することは SDGs に繋がる良い取組に

なる。沖縄は水素の導入が遅れているので、空飛ぶクルマ等とともに水

素や次世代エネルギーを活用できると良い。 

  ウ 航空人材の確保に向けた体制づくりについて 

(ア)  産学官が連携しているものの、本当にマッチングできているのか現時

点でも疑問を感じる。実際にはマッチングできていない。航空技術者プ

ロブラムを履修する生徒はいるが、そのほとんどが進学してしまう。企

業としては即戦力として期待しているが、そこにミスマッチが生じてい

ると感じる。 

これからのベースは人材なので、どのように理解を深めて連携できる

のかが非常に大きく、重要なテーマであると感じている。 

(イ)  非常に頭の痛い問題である。「整備を経験しなければ、飛行機のエンジ

ニアではない」との考えを改めなければいけないかもしれない。ただ、

企業側としてエンジニアよりも故障予測のような IT に近い、あるいは知

見をもった人材を必要としていることも事実である。企業のニーズとの

ミスマッチを整合させていく取組が必要である。 

(ウ)  人材は非常に重要なポイントである。人材育成の重要性を再認識し、

この取組を加速・強化してもらいたい。教育機関との連携については、

奨学金制度の設定・拡充などについて、県での検討及び支援をお願いし

たい。 

アクションプランにある教育機関との連携、格納庫見学の推進につい

ては一緒にやっていきたい。 

航空業界全体で、グランドハンドリングの人材育成、採用についても、

今後意見交換したい。 

(エ)  学生に現場を見てもらう機会を作っていきたい。仕事を通して、どの

ように沖縄と関わっているのかが分かれば、学生に響く。関連させて人

材教育ができると、県の施策にも合致する人材が育つのではないか。 

ミスマッチの解消には、地域振興とセットでやっていくことも一つの

やり方である。 

企業と大学が一緒になり、整備士や操縦士の人材育成そのものを、沖

縄の関連産業の一つとして位置付けることができないか。 
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(オ)  沖縄で働きたい若者は全国に結構いるので、その人達も視野に入れて、

航空人材の募集をかけ、育成を図るのも良いのではないか。 

 

⑶  構成員の意見を踏まえて、議長から、航空人材の育成・確保、格納庫増設に

向けた本会議の関わり方、これまでの施策検証における成果を踏まえた更なる

航空関連産業クラスター形成に向けた取組の推進、二次交通対策に中長期で取

り組む必要性などについて、総括があった。 

 

⑷  第２回会議では、今回の会議における構成員の意見を踏まえて、新たな領域

に関する調査や、産学官が連携した航空人材の育成に向けた体制づくりに関す

る検討等を取り纏めて報告するとともに、事務局でアクションプランの取組を

推進する改善案を作成し、意見交換することとなった。 

 

６ 会議の公開・非公開の別 公開（冒頭のみ） 

 

 

    令和６年９月 19 日(木) 

               〔商工労働部企業立地推進課〕 
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